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劣化損傷を検出可能な劣化損傷非破壊計測解析システムを構築した。劣化損傷部の再生・回復技

術の開発では、レーザピーニング法で SUS316FR 鋼及び高クロム鋼の結晶粒の微細化の抑制によ

って高応力・低寿命側で寿命延伸効果が認められた。溶接継手部における劣化損傷予測のため、

高クロム鋼の母材及び溶接熱影響部のクリープ速度とクリープ寿命の Larson-Miller parameter

を用いた劣化損傷度及び発生位置を予測する推定式を提案し、その妥当性を示した。  

(2) 検査モニタリング技術開発 

「ガンマ線コンプトンカメラの開発」では、二重配管内の Na漏洩位置を検出するため開発した

コンプトンカメラが角度分解能 3°以内で立体角 2πの範囲においてガンマ線の飛来方向を同定･

可視化できることを確認した。「FBGセンサによる歪み・温度モニタリング技術の開発」では、1

測定端子当たり FBG センサ 1,000 個以上に拡張し、1%の歪み率で精度 10-6 strain 以下で測定可

能、600 ℃で測定精度±1.0 ℃にて測定可能であり、4.5MGy の積算吸収線量での安定なセンサ動

作が可能であることを確認した。「高温用き裂・減肉モニタリング電磁超音波センサの開発」で

は、窒化アルミで絶縁被覆した金の励磁回路を積層した送受信コイルの電磁超音波センサを開発

した。小型化が可能であり、550℃のき裂・減肉モニタリング試験では超音波信号の波形変化が得

られ、550℃の高温環境下でき裂・減肉モニタリング可能な電磁超音波センサが開発に成功した。 

(3) 補修技術開発 

「表面損傷部に対するレーザ補修溶接技術の開発とその適用性評価」では、SUS316FR 鋼のレー

ザ溶接性および施工健全性を確認し、ナトリウム付着に伴う凝固割れ感受性や高温割れ感受性が

小さい、レーザクラッド補修溶接性および施工性は良好であることが確認された。「ロボットを用

いた遠隔操作溶接補修技術の高度化」では、将来予定される高速増殖炉内の二重管に対して、二

重管の内管と外管の隙間に進入して、内管の検査及び補修を行うための装置を遠隔で指定箇所に

誘導するロボットを開発した。外管内側にレールを設置する機構を用いた小型軽量なロボットを

実現し、200℃の試験環境でヘッドの繰り返し位置制御誤差が 1mm 以内となることを確認した。 

(4) 高速増殖炉の保全評価手法の構築 

軽水炉における保全技術のあり方や海外の高速炉での保全計画についての調査情報等を通して、

実用炉に向けた保全技術の適用対象、使用条件、重要度等を評価しまとめた。本研究成果に対し

て、プラント保全技術に関する研究開発委員会及び研究成果検討 WGを開催し、実用炉への適用性

について検討した。検討された結果から高速増殖炉の保全技術評価手法の骨子を提案した。 

その他、本研究開発の各種試験に用いる SUS316FR鋼及び高クロム鋼の共通試料を作製し、硬度

のばらつきを評価したのち、同一条件の試験材を各研究グループへ供給した。 

 

本研究開発では適切な研究開発マネジメントの下、各課題についての達成目標をクリアしただ

けでなく、プラントの安全性に関する研究開発では、今後設計するプラントの挙動を、3 次元解

析で詳細に評価できる事が明らかになった。また、プラント保全技術に関する研究開発で全研究

グループの研究成果を組み入れた保全評価技術の骨子の提案など相乗効果も得られた。さらに、

福井大の遠隔操作ロボット技術研究体制を元に電力・メーカ等とパワーアシストスーツなどの原

子力用ロボット技術開発研究が進められており、今後のこの分野への貢献が期待される。 

３．今後の展望 

最新の妥当性立証手法に基づく FBR 流動設計手法の検証方法の研究
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本事業では、設計経験の蓄積が少ない FBR 流動設計手法の検証に要する費用や期間を低減する

ために、最新の妥当性立証手法に基づいて FBR 流動設計手法の検証方法を構築する。背景として、

「もんじゅ」流動設計手法の検証では計算結果を検証するために多数の模擬流動実験を実機規模

で実施していたが、現時点では下記の技術の進歩がある。 

１．研究開発の背景とねらい 

・「もんじゅ」流動設計手法検証実施時に比べ、近年、計算機の性能が格段に向上しており、基

本的な情報がそろえば実機条件の流動現象が計算により予測可能となっている。 

・高温高流速状態でのナトリウム流動挙動について、近年では国内外での知見が蓄積されてお

り、これらの知見を使用すれば今後の模擬流動実験を実施する範囲等を限定できる。 

以上の進歩を踏まえると、知見が不足している部分のみを対象にした模擬流動実験を実施すれ

ば FBR流動設計手法を実機の設計に使用する妥当性を立証できる。 

そこで、模擬流動実験の実施内容を適正化し、実験実施費用を適正に低減することを目的に、

最新の妥当性立証手法に基づいて設計手法の検証を最小限かつ適正に行う方法を研究した。 

最新の妥当性立証手法の一つに CSAU 手法（Code Scaling, Applicability and Uncertainty 

evaluation method１）があり、下記のように妥当性立証上の着目点が充実している。 

・流動設計手法の検証に有効な「解析コードによる感度解析」等の実施項目が備わっており、

かつ、検証実施に適用できる具体的な作業手順の例が整備されている。 

・設計手法に大きな影響を与える現象を客観的に特定する手段が備わっている。 

本研究では、最新の妥当性立証手法の一つである CSAU手法に基づいて、FBR流動設計手法の検

証方法を構築する。 

 

平成 21 年度においては、FBR 流動設計の特徴を把握するために、「もんじゅ」流動設計手法の

構築と検証のために実施された模擬流動実験に関する日本原子力研究開発機構（以下「JAEA」と

いう。）の公開報告書を調査し、本研究で参照する既存実験結果のデータベースを作成した。平成

22年度においては、最新の妥当性立証手法の実施内容を分析して FBR流動設計手法を検証するた

めの実施項目を抽出するとともに、最新の妥当性立証手法に適合した「もんじゅ」流動設計手法

の検証方法の手順を作成した。平成 23 年度は平成 22 年度に作成した手順のうち、流動現象を表

す計算式（以下「流動計算式」という。）を作成するための模擬流動実験を対象にした実験計画手

順を作成した。また、作成した実験計画手順を適用して「燃料要素バンドル部の圧力損失測定を

行う模擬流動実験」を計画し、実験計画手順の有効性を確認するとともに、具体的に実験計画を

行う場合のノウハウを蓄積した。平成 24年度は複数の流動計算式が組み込まれている解析モデル

の妥当性を立証するための模擬流動実験を対象にした実験計画手順を作成するとともに、この実

験計画手順を用いて原子炉容器内の温度分布等の物理量評価手法の検証を対象にした模擬流動実
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験の計画を作成した。また、複数の流動計算式が組み込まれている解析モデルの計算結果が、そ

の妥当性を立証するための実験結果に対して持つ誤差の要因を明らかにし、実機物理量評価値の

誤差を計算する手順（以下「実機物理量誤差計算手順」という。）を作成した。さらに、平成 24

年度に作成した実験計画手順及び実機物理量誤差計算手順と平成 22年度に作成した「もんじゅ」

流動設計手法の検証方法の手順を組み合わせ、FBR 流動設計手法の検証方法を構築した。以下に

本研究の成果の内容をまとめる。 

(1) 既存実験結果のデータベースの作成 

JAEA の公開報告書から、「もんじゅ」流動設計手法の構築と検証のために実施された模

擬流動実験（全 38種類）の実施内容をまとめ、既存実験結果のデータベースを作成した。 

(2) 最新の妥当性立証手法に適合した「もんじゅ」流動設計手法の検証方法の手順の作成 

最新の妥当性立証手法の実施内容を分析し、FBR 流動設計手法を検証するために必要な

実施項目を下記のとおり抽出した。 

・解析事象に対して重要な流動現象の同定 

検証する FBR 流動設計手法に関して解析事象を選定した後、その解析事象に対する

「重要度ランク表」（*1）を作成し、その解析事象で着目している物理量に対して重要

な流動現象を同定する。 

・着目すべき無次元数の同定 

抽出した流動現象に関係する運動量保存則等の基礎式を選定し、この基礎式から着

目する流動現象の物理的特徴を表す無次元数（以下「着目すべき無次元数」という。）

を導出する。従来は経験に基づいて無次元数を選定していたが、最新の妥当性立証手

法に基づけば重要な流動現象が抽出された後自動的に基礎式及び着目すべき無次元数

が定まるため、着目すべき無次元数が客観的に同定される。 

・流動計算式の適用性の評価 

既存実験結果のデータベースを参照し、流動計算式の作成に用いられた模擬流動実

験の実験条件等を確認し、その流動計算式を実機の設計に使用することの適用性を評

価する。 

*1 設計評価項目と、燃料要素バンドル部等の流動上の各基本単位で発生する流動現象

を表形式で組み合わせ、評価結果への影響の大きさ等の観点でランク付けすること

で、発生する流動現象の重要度を考慮して模擬流動実験での確認が必要な流動現象

を抽出できる表作成の手法及び表の作成結果。PIRT（Phenomena Identification 

Ranking Table）とも称される。 

次に、抽出した実施項目を踏まえて最新の妥当性立証手法に適合した FBR 流動設計手法

の検証方法の手順を作成した。作成した手順の流れ図を図-1 に示す。 

(3) 最新の妥当性立証手法に適合した実験計画手順の検討 

最新の妥当性立証手法に基づき、実験計画手順を作成した。作成した実験計画手順に従

い、流動計算式を作成するための模擬流動実験、及び複数の流動計算式が組み込まれてい

る解析モデルの妥当性を立証するための模擬流動実験を計画し、妥当性を確認した。作成

した実験計画手順を図-2に示す。また、実験計画手順の主要な内容を以下に示す。 

①無次元数を模擬できるスケール比の範囲を確認 

着目すべき無次元数のすべてが実機を模擬できる実験装置のスケール比の範囲を
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確認する。 

②製作性及び計測装置組み込みを考慮したスケール比の範囲の確認 

①で確認したスケール比の範囲内で、実験装置の製作性や寸法公差、計測装置の

据付性及び計測誤差を検討し、スケール比の範囲を絞り込む。 

③実験誤差の影響の確認 

計測誤差から実機条件における誤差を予測し、この誤差が設計計算において許容

できるか確認し、スケール比の範囲を絞り込む。 

④コストの確認 

③までの検討により定まったスケール比の範囲に対して、実験装置の製作コスト

を検討し、スケール比を設定する。 

⑤模擬されない無次元数の確認 

①の結果を参照して、④で決定したスケール比の実験装置で実機の全ての無次元

数を模擬しているか確認し、模擬されていない無次元数を明確にする。 

⑥実験条件の設定 

④までの検討により決定された実験装置のスケール比を用いて、実機の無次元数

の範囲を包絡するための模擬流動実験の流量等の実施条件を設定する。 

(4) 実機物理量誤差計算手順の作成 

実機物理量評価値の誤差は測定値に含まれる計測誤差、流動計算式が持つ誤差等の要因

から発生することを確認した。  

これら誤差要因の大きさ及び相互作用を確認し、実機物理量評価値の誤差を計算する実

機物理量誤差計算手順を作成した。 

(5) 最新の妥当性立証手法に適合した FBR流動設計手法の検証方法の検討 

(2)の「もんじゅ」流動設計手法の検証方法、(3)の実験計画手順、及び(4)の実機物理量

誤差計算手順を組み合わせ、最新の妥当性立証手法に適合した FBR 流動設計手法の検証方

法を構築した。 

 

本研究の成果に基づいた流動設計手法の検証を今後とも継続して実施し、検証事例を増やすこ

とで、本研究の成果の有効性を示していく。 

３．今後の展望 
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図-1 最新の妥当性立証手法に基づくFBR流動設計手法の検証方法の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 流動計算式を作成するための模擬流動実験の実験計画手順 

 流動計算式を作成するため、また 

新たな実験は不要 

選定された解析事象について 
流動設計手法が検証された。 

設計プロセスの開始 

実験計画開始 

新たな実験が必要 

⑤ 実験要否 

実験装置と実験条件の設定 

模擬流動実験の実施 

実験結果と誤差の分析 

模擬流動実験で模擬する流動現象を選定 

⑥までで計画した模擬流動実験の実施へ 

0 模擬流動実験の対象と実施目的の確認 

⑤ 模擬されない無次元数の確認 

 
⑥ 実験条件の設定 

 
⑦ 追加実験の要否の確認 

 

① 無次元数を模擬できるスケール比の範囲

の確認 

 
② 製作性及び計測装置組み込みを考慮した

スケール比の範囲の確認 

 
③ 実験誤差の影響の確認 

 
④ コストの確認 

 

ⅰ. 全ての無次元数が実機を模擬できる実
験装置のスケール比の範囲を確認 

【①の実施内容】 

ⅰ. 実験装置の製作性や寸法公差の検討 
ⅱ. 計測装置の据付性及び計測誤差の検討 
ⅲ. i.及びⅱ.の結果に基づいた①で確認し

たスケール比の絞り込み 

【②の実施内容】 

ⅰ. 計測誤差から実機条件での誤差を予測 
ⅱ. 誤差が許容できるか確認 
ⅲ. ⅱ.の結果に基づいたスケール比の範囲

の絞り込み 

【③の実施内容】 

ⅰ. ③までの検討で定まったスケール比の
範囲について、コストを検討 

ⅱ. スケール比の設定 

【④の実施内容】 

ⅰ. 模擬できない無次元数の明確化 
【⑤の実施内容】 

ⅰ. ④で設定されたスケール比における模
擬流動実験の流量等の実施条件の設定 

【⑥の実施内容】 

① 解析事象の選定 

② 解析事象に対して重要な流動現象の抽出 

④ 流動計算式や複数の流動計算式が組み込ま
れている解析モデルの適用性の評価 

③ 流動計算式の作成情報

や複数の流動計算式が

組み込まれている解析

モデルの妥当性の立証

情報の確認 

分析した実験結果を既

存実験結果のデータベ

ースに追加 

流動設計手法の検証開始 

は複数の流動計算式が組み込まれてい

る解析モデルの妥当性を立証するた

め、新たな実験が必要か 
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